
   
○実施目的 
  大阪労働局では、事業所サービスの一環として、平成２５年度から四半期毎にハローワークによ 
 る管内企業への個別ヒアリングを行いながら、事業主に対し必要なサービスを提供しています。今 
 回、平成２９年度第３回目を実施し、本業務で得られた業務データを取りまとめました。 
 
○実施時期  平成２９年１２月１日（金）から平成２９年１２月２８日（木）まで 
 
○対象企業 ３２３ 社 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

          平成２９年度  
    第３回ハローワーク雇用等短期観測の結果 

 
平成３０年１月２９日  大阪労働局職業安定部 

※本文中の「ＤＩ」とはＤｉｆｆｕｓｉｏｎ Ｉｎｄｅｘの略 
  
 景気の現状、景気の先行き、正社員、非正規社員の過不足感に対する５段階の判断に、それぞれ以下の点数を与え、  
これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて大阪労働局独自でＤＩを算出している。 
 
        ・良い、不足している     ・・・・・・＋１．０ 
        ・やや良い、やや不足している ・・・・・・＋０．５ 
        ・変わらない、適正      ・・・・・・０ 
        ・やや悪い、やや過剰である  ・・・・・・－０．５ 
        ・悪い、過剰である      ・・・・・・－１．０ 

  
    
 
 
    長時間労働抑制について聞いたところ、人手不足でも対応できるよう 
    「受注量の適正化」や「営業時間の短縮」「定休日を増やす」など 
    人員に応じた業務量にする取組みを行う企業がみられた。 
 
    有給休暇の取得状況を聞いたところ、業種別でみると非製造業、 
    企業規模別でみると９９人以下企業において、平均よりも取得日数が 
    少なかった。 
 
   
  

※ 構成比（％）については、小数点の調整により合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 

製造業 非製造業

１７０社 １５３社
（５２．６％） （４７．４％）

１２０社 ６０社 ６０社
（３７．２％） （１８．６％） （１８．６％）

１２５社 ８１社 ４４社
（３８．７％） （２５．１％） （１３．６％）

７８社 ２９社 ４９社
（２４．１％） （９．０％） （１５．２％）

産業計

規模計

５００人以上

１００人以上
４９９人以下

９９人以下

３２３社

産業別

規模別

  平成２９年１２月の景況感ＤＩは、前回２９年９月よりもさらに上昇。 
  本件開始（平成２５年６月）以来最も高い１６．１０に達した。 
 



１ 景況感について 
※景況感ＤＩ：「良い」または「やや良い」と回答した企業の割合から「悪い」または 

             「やや悪い」と回答した企業の割合を差し引くことによって算出した指数。 

【全企業】 

・平成２９年１２月現在の景況感ＤＩ  

は、９月実施（平成２９年度第２回）

よりさらに上昇（５．６０ポイント上

昇）した。 

景況感ＤＩは、平成２８年第３回に 

マイナス領域からプラスに転じ、そ

れ以降上昇を続け 

今回、本件開始（平成２５年６月） 

以来最も高い１６．１０に達した。 

 

※全企業（３２３社）の回答割合 

「３か月前と比べた現在の景気について」 

   良い・やや良い：３６．２％ 

   変わらない：５４．５％ 

   悪い・やや悪い：９．３％ 

 

・３か月後の見通しＤＩは１１．７０と 

 なっている。 

 

※全企業（３２３社）の回答割合 

「３か月後の景気について」 

   良い・やや良い：２７．９％ 

   変わらない：６２．８％ 

   悪い・やや悪い：９．３％ 

 

【業種別】 

・平成２９年１２月現在の景況感ＤＩ

は、 製造業（１７．９５）、非製造業 

 （１４．００）であり、製造業は 

 ５．１５P上昇し、非製造業も 

 ６．１０Pの上昇となった。前回に

引き続き、製造業のＤＩが非製造業

を上回る結果となった。 

 

 

 

      【企業規模別】 

・平成２９年１２月現在の景況感ＤＩ

を規模別にみると、５００人以上の

企業が２０．５５と一番高い。 

※（業種 ・ 企業規模） 

過去 
最高値！ 



～企業の声～ 
 

・東京を中心としてインフラ工事が増えており、工事用クレーンやエレベーター等の受注量がかなり増加し 

 全体として前期と比べて２倍ほどになっている。これは平成３１年頃までは続くと予想しているが、それ  

 以降は何か対策をとらないと危ないと考えている。（はん用機械器具製造業・９９人以下） 

 

・オリンピックの開催により、配電・電気設備の新設が必要となるため、受注の増加が期待される。 

 （電気機械器具製造業・５００人以上） 

 

・リニアモーターカーに電気を供給するための送電線工事を行っておりとても忙しい。 

 （総合工事業・１００人以上４９９人以下） 

 

・運送も好調だが、倉庫業も（景気は）よい状況にある。（道路貨物運送業・９９人以下） 

 

・日照不足により青物野菜が高騰し、仕入れ価格に影響している。年間契約しているものもあるが、これだ 

 け価格が変動すると、見直しを申し出る業者も出てきている。（飲食料品卸売業・１００人以上４９９人以下） 

２ 平成３０年末大学等卒業予定者（短大・高専・専修学校を含む） 
  採用選考状況について 

～企業の声～ 
 

・完全な売り手市場で、内定辞退が多い。Ｈ３０年３月卒の募集を続けているうちに、Ｈ３１年３月卒者の 

 対応が始まり、結局１年中採用を行っている状態。（金属製品製造業・１００人以上４９９人以下） 

 

・建築系の技術職は取り合いの状況なので、大学や専門学校からの紹介は、基本的に全て採用している。  

 （設備工事業・９９人以下） 

・平成３０年末卒業の大卒等の採用選考状況について、選考を行った企業（１９６社）のうち、 

 「計画通り充足した」とした企業は９６社（４９．０％）、「充足できなかった」とした企業は１００社（５１．０％）で 

 あった。 

・昨年同時期と比べた応募人数について、「減少している」とした企業の割合が、平成２８年第３回と比べて 

 ２７．４％から３９．３％に増加した。 

・今後の募集活動についても、「１月以降も募集を続ける」とした企業が４０．７％から５２．０％に増加した。 

・どちらも過去３年間で最も高い割合となった。企業からは、少子化や学生の売り手市場の影響で、新卒の応募 

 者が減っていると感じる、という声があった。 

（％） 



・長時間労働抑制の取組み内容で最も多かったのは 

 「ノー残業デーの実施」次に多かったのは 

 「有給休暇の取得促進」という結果となった。 

・「その他」には、「変形労働制の導入」、「働き方改革委員会の設置」 

 「応援体制の整備」、「時差出勤」、「多能工の育成」などがあった。 

３ 長時間労働抑制に関する取組みについて 

・長時間労働は「人手不足のために起こっている」という企業の声も多く聞かれた。そのため 

 「受注量を対応できる範囲に抑える」や「営業時間を短縮する」、「定休日を増やす」など、業務量を抑制する 

 取組みがみられた。 

・「製造業」と「非製造業」で比べたところ、人手不足が深刻な「飲食業」や「運送業」、「建設業」、「医療・福 

 祉」などを含む「非製造業」の方が、人員に応じた業務量にする取組みを実施している割合が多い。 

長時間労働抑制に関する取組みについて 

約７割の企業が 

長時間労働抑制の取組み
を実施！ 

※複数回答 

※複数回答 
※複数回答 

製造業 
より割合が
多い 

２２１社 

９１社 

１１社 



４ 有給休暇の取得状況について 

 ・従業員の過不足感ＤＩの推移をみても、「正社員」・「パート・契約社員」ともに、製造業より非製造業の方が、 

  より過不足感が強くなっている。 

・有給休暇の取得促進の 

 取組みについて、実施し 

 ているか聞いたところ 

 

 全体のうち 

 「実施している」企業は 

 １２８社（４０．０％） 

 「実施していない」企業  

 は１９２社（６０．０％）で 

 あった。 

・１年間の有給休暇の平均取得日 

 数（年末年始や夏季休暇等を除く 

 取得日数）を「業種別」で比べたと  

 ころ、非製造業の取得日数が全 

 企業の平均取得日数８．６日を下 

 回っている。 

 

・「企業規模別」で比べると、９９人 

 以下企業の取得日数が平均を下 

 回っている。 

  

業種別 企業規模別 

９９人以下企業 １００～４９９人企業 ５００人以上企業 

有給休暇取得促進の取組み（全企業） 

１９２社 
１２８社 

「企業規模別」に
みると、 

５００人以上企業
では６４．１％が
実施しており、 
９９人以下では 

２２．７％にとど
まっている。 



（２）ベースアップを実施した企業 

～企業の声～ 
 

【配偶者控除の見直しに関して】 
 
・人員不足が続いているため、従業員の勤務時間増につながる動きは歓迎。（食料品製造業・ ５００人以上） 

 

・社会保険の扶養範囲の限度額が１３０万円のままなので、その範囲内で働きたいという意見が多い。 

 （プラスチック製品製造業・９９人以下） 

 

・店舗には勤務時間を増やしたい従業員は多いので、従業員に対して勤務時間の延長を打診していくことにな 

 ると思う。 （飲食サービス業・５００人以上） 

 

・現在、家族手当は配偶者の年収１０３万円以上で支給しているが、基準の見直しを検討中。 

 （鉄鋼業・１００人以上４９９人以下） 

 
【長時間労働抑制に関して】 
 
・製造部署ごとに「ノー残業デー」を設定している。（食料品製造業・１００人以上４９９人以下） 

 

・仕事の棚卸を実施している。特に事務・管理部門において、似通った業務や重複していると思われる業務 

 を集約し、一人当たりの仕事の生産性向上に取組んでいる。 

 （生産用機械器具製造業・１００人以上４９９人以下） 

 

・人手不足がネックになっている。特に短時間勤務社員を増員したいが、十分採用できず、業務量を分担でき 

 ない。（道路貨物運送業・１００人以上４９９人以下） 

 

・ドライバーが休憩も取れないような業務は断るようにしている。（道路貨物運送業・９９人以下） 

 

・携帯電話の販売店。長時間労働抑制のため、本部から営業時間を１時間短縮する指示を受け、実施した。 

 （その他の事業サービス業・９９人以下） 

 

・商業施設に入っている店舗は休みを独自に決められないが、路面店２店舗では営業日を減らし、休業日を 

 ９日にした。（飲食サービス業・９９人以下） 

 
【有給休暇の取得促進に関して】 
 
・部署によって業務量に差があり、休暇取得中の従業員をカバーできる人材が不足するため、なかなか浸透 

 しない。（飲食料品卸売業・１００人以上４９９人以下） 

 

・天候や納期に影響を受ける業態のため、計画的に有給取得できないのが現状。（設備工事業・９９人以下） 

 

・有給休暇の取得推進のため半日休（０．５日換算）を導入、取得率が良くなった。（繊維工業・５００人以上） 

 

・有給は、取る従業員と取らない従業員と２極化してしまっている。取らない従業員のために最低５日程度取 

 るよう制度を決める予定。（金属製品製造業・１００人以上４９９人以下） 

 

・アニバーサリー休暇制度等を活用し、有給休暇が取得しやすいように整備を図っている。 

 （その他の卸売業・９９人以下） 


